
第 2号^様式 (1)一③

(単体発注 。事後審査ユ)

那覇港管瑾組合一般競争入札公告第24号

治
お

白

と

方

の

地

次ユ年
導

法 〔H召和E2年法律第67尋
‐)第 234:条第 豪項の規定に.kり 、 ^般競争入札 (以下「入札」という。 )

り実施するど

令和5年 9月 6口

1 人札に付する事項

郵襲港管理糸離台管理者 土城

(1) 業 務 名 那覇碁現場装荷業務委託 (R5-3)

(2) 履   行   場   所 】L義違全城

(3) 業   務   内  容 ガh覇落における工事の現場技術業務参託

(4) 楼 行 期 間 契約締結日F)翌 日 (ただと、異約日F)翌 日が温各め休日:こ 当たヽときは、ホR合の休日め翌日

'か
ら令fr s年 8ヂ確9日

=で

(5) 設 計 金 額 121384,000出 (乱込)

(6) 資 格 審 査 方 法 事後審奮型 ※本業務は、競争参熟査格の審傘を入本と執行後tこ行うっ

(7) 最 低 舗ほ 般 価 格

本人札葉■な、最低綱段孤格が設定さ瀬フているため、最低制限価格未満の入札驚な

落本と者となることができない。
※ T最低制限価格の算定に頚する運用について」
(https://1lahaport,jp/business/contract/)

(8) 邁 用 す る 技 術 者 革 価
令和5手 3月 設計業密

委託等技術者単衝

※本業務の予定価格は点記 tこ示す設計業務委託等技術者単価

を適用して積算しており、入札参舜者は同半値を適用して見

積りを行い入札すること。

(9)

そ の 他 適 用 の あ る

法 令 、 制 度 等

(※本案件は、右表のう

ち、9印を付 した制度等の
適用がある。 )

議会議決

木業務黛、議会の議決に付
―
ナベき契約及び財産の取得又は処分

に関する条鶴第 2条の規定に基づき、議会の同意の議涛を要す
るため、落札決定後燃仮契約を締絆 t_´、議全の関意の議決を経

て逓知したときに本契約となる。

準備手続き
(予算成立前)

本手続きは、次年度当初 (補正)千算成立を前提とfした年度朔
始 (予算成立)苗からの準備手続きであり、予算成立後に効力
を生じる事業である。狂つて、議会において当初 (補正)予算
案が否決された場合:ま、契約を締結 tソ

フない。また、次年度当初

(構工)予算成立後ここおいても、国庫文出金に孫る交付中講等
の手続きlア_)関係 ti、 入

=と

を延期する場合がある。

準備手続き

(交付決定講)

本手続きは、国庫支歳全に係る予算使用を言を提とした事曲準備

手続きであり、交付決定後に効力を生じる事業である。従つ

て、交付申請等の手続きの関係 と、入札を妊期する場合があ

る。

準備手続き

(繰毯承認苗)

本手続きtま、議会における様越承認を商提とした事前準備手続

きであり、議会承認後に効力を生じる事業である。従つて、議

会において本業務 :こ係る予算の繰越承認が否決さ濠′た場合 :ま、

入札を廷翔又:ま中止することがある。また、予算の繰越承認後

においても、郵車文出金に係る終遊 (翌債)手続きy)関係上、
入札を延期する場合がある。

横務負担行為業務
本業務は、償務負担行為に係る契為の特員モの連用を受ける業務
である。
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2 入孝と参加資驀
次に定める要件をす /ミて満たとンている有資格業章であること。

業
務
実

績

(1) 業 種 区 分 土木関係ヨンサルタント

訓
`覇

港管理租合の法1量・建設コンサルタント等業登録業

者第綸において、片記の登録を有するもの。
(2)

lttll監・鰹口tコ ンすルアント

等人札参加資格⌒簿登録年
度

令
=B4・
る年麦

(3) 登 録 業 種
港湾及び空港   かつ
施工言「画施工設備及び積算

(4) 地方白治法施行今第 16了条のとの規定に該■しない者であることc

(5) 人札爾から当該姿誰の落柱決定爾までの間tこおいて、ガト義港管理社合の指名停止措置を受イ|ていないことっ

(6)
会社更生法に基づき更生手続き開始の幸立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続き開その申立

てがなさオ1,ている奪 (手続き藤始の湊だ後、入れ参方H資格の再認定を受 )|ている者を除くし)ではないことし

Ⅲ( 7
警寡当局から、暴力回員が実質的に経営を支醒する建設業者又はニオ1夕に準ずるものと tノて、那覇港管理紳合養

注工事等からの排除要諦があり、当該状況が継続 している者でないことも

(3)

入札に参カヨしようとする者の問に以下の基準めいずれか工該当する露係がないこと.

なお、以 下の関係がある場合:こ、i鮮送する者を表めるため:こ当事青間で連絡を敢ることは、ガh覇港管理組今悦争

契菊入札心碍第 3条第 21頁の規定ここ抵触するもので黛ないc

ア 資本関係
次のいずれかに該当する二者の場合.

(a)子会社等 (会社法 (平成長7年法律第36夢 第 2粂第 3´′̂の 2に規定する子会社等をいう。以 ド同じ。 )

と親会社等 (劇条第 4号の密に規定する親会社等をいう。以下翼じ。)の関係にある錫合
(b)魂会社等を司じくする子会社等同士の引係にある場合

イ 人釣関係
次のいずれかとこ該当する

'者
の場合。ただとィ、 (a)についてit、 会社等 (会社法施行規員J(平成18年法務

省令第:2号 )第 2条第 8項第 2号に規定する会社等をいうぅ以 下雨じぅ)の |力が民事再生法 (平成11年

法律第225号)第 2条第 4号に規定する祥生手続が存続中の会社等又は更生会社 (会社更生法 (平成14午
法イ1輩第嚢54弓^)第 2条第 7項に規定する吏生会社をいうG)である場合を除く。

(a)一方の会社等の投員 (会社f法施行規貝J壽 2条第 3項壽 3号に規定する役員のうち、次に掲1ずる者を
いうし以 ド同じゥ)が、他方の会社等の役員を挑:こ兼:aている場合

1)株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除くc
O会社法第2条第■号の21こ規せする笠査等委員会設輩会社における監査等姿員である取締役

の会社法第 2条第12号に規定する持ネ委員会等設置会社にお tす る取締役

①会社法第 2条第15零卜に規定する社外取締殺

G会社法第348条第二項に規定する定款とこ男II段の定めがある場合により業務を執行しないことと

されている取締役

2)会社法第40之条に規定する指ネ委員会等設置会社の執行役
3)会社法弟575条第 1項に規定する持分会社 (合名会社、合資会社又は合同会社をいうり)の社員
(同法第690条第 1項とこ規定する定款に労il段の定めがある場合により業務を執行 tソ

フないこととされ

ている社員を除く。)             ,
4)組合の理事
5)その他業務を執打する者であつて、 1)か ら4)までに掲げる章に準ずる者

〔ち)一方の会社等の殺員が、他方の会社等の民事再生法弟61条第2項又麒会社更生法嘉67条第 1項の規定に

より選任さ漁′た管財入 (以 下半ほ管財入という。)を凱鷹兼ねている場合

(c)^方の会社等の管財入が、他方の会社等の信'財人を現とこ兼身aている場合

ウ その他の人札の道正さが躍常さをR,る と認めらオ1′る場合
組合 (共 H企業体を含む「

'と

その村成長が卜l一の入札ここ参加している場合その他 に記ア叉i=イ と騨視

と/う る資本関係又は人釣関係があると認められる場合。

(9) 地 域 要 件
再ヽ窃帯f、 浦添千f、 糸満ギf、 豊見城 lf、 前城巾、繭風原町、人重瀬町、

'事
原町、壇:野湾

市、ぬ原町肉に本店があること。

対  象  期  間
自  Ⅲl■成全射二4月 上口 々記の刃J問内に下記の対象業務を請虫い、完え覚・引渡しが

完 rt/た業務実績を右すること。至  令下H5年9月 20日

対 象 同 種 業 務 |コ ・県 こ市町村 t 自治体で構成された組合等が発注した土本一式I事の現場技術業務

(10)
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(11)

肥
置
予
定
技
術
者

備 考

次の (ア)(イ )を満たす管理技術者を配置することG
(F'下記に揚げるいずとかの資格を有すること。
①技術士 (総合技術監理部F増 :建設部「B科日)又は (建設部F埓 )
④一級土本造工管理批上

③確('CM又はRCCMと 同等の能力を有する者 (技術十部門と同様の建設碧iF弩 こ眼る)

①兆注者が 上記①～③と固等であると認めた者
(イ )(10)に揚,ずる業務実績を1件以上有していること

次の (ア)(イ )を満たす担当技術希を里置することし
(ア)下記に揚げると.ヽ■予とかの資格を有すること.
ё技術十 (総合技術性離判

`関

;建設部門科園)叉は (建設議
`門

)

②一級土木施工管理技上

ORC剣叉イまRCCMと 画等の能力を名
モ
,いる考 (技術士部門と同様のこ設部「Hに限る)

③発注者が L~己③～eと 珂等であると認めた者
(イ )(10):こ 1易げる業務実績を襄件以上有と′ていること

くほ) 翼文 抜 け 案 件
以下の業務を落札した者は、本業務め落札者となることはできない.
。該当無し

尋 設計図書等の配猪f、 質問及ぴ ll lJ答

4 資格確認申譜普等の提出

設 計 図 書 等 の 配 布

期 間 当 令和う年9月 6日 (水 ) 至 令不L5年9月 20日  (水 )

鯉 布 方 法 那覇迭昔)il組合ホーム′く―ジにて阻布するc(htt,sギ /n幾燎pori,と P/)

配 布 場 所 。

聞 い 合 せ 先

邦瑶市通常Hr 2番 1辱・ 3階

那駆港管理糸日合 総務部 総務報 翔務班
電話 0,33S32578

質 問 ,回 答 鞘 聞 等

(1)ア、本し`契約 |■

続 に開す ること

那覇市通堂町 2番 1号  31砦
那覇港管理組合 総務部 総務諜 財務班
電 話  098-863-2578   「 AX 098-868-2629

(2)上 記 (1)以 外
に 関

~1‐

る こ と

ガト朝市逓士日t^2香 1号  2賭
那覇港管理組合 企回建設郵 計画無設課
竜話 098-368-0336

提 出 期 間
轟 令和5年 9月 6ド  (水)  ～  至 令稚5午 9月 14爛  (本 )
上記鸞間の十 日及び祝 日を染く毎 日、 9時から17時まで。

提 出 場 l‐FT と記 (1)に 濁じ,

提 出 方 法 電送 (はX又 はメール (chi touna20230nallaport.jp))又 は持参

回 答 方 法
那頚港管理糸朦合ホームベージ (httpst/1nahaport,jp/)及 び と記 (1)に
おいて、以 下の期間、関党に供するど

剛 答 期 間
匹容 騨から  令不H5件 9月 21旧 (木) まで
上記薪関の上日及び机 口を除く毎日、 9時から17時までど

資 棒 確 認 申 請 曽

本競争の参力経希望桁は、次の書類を茅破為tこ提出すること.
なお、却]限までに提出がない場合、本競争に参沖するこなができない。

提 崩 豊 類
③ ^般競争入札参ちに資格確認螂講書 (第 3専‐様式)
②返信用封筒 (入札結果通舞用餡4鶉既手賄付))

提 出 期 間
当 令和5年 9月 S口  (本 ) 至 令兼5年 9月 20日  (水 )
L記期間の土 H及ひ祝 膊を除く毎輝、 9時から16時まで。

提 出 場 所

那朝ドf通章日r2番 1零^3踏
那覇港管理細合 総務部 総務課 翔務班
電話 Oつ33632573

提 出 方 法 持参叉は諷∫送 (一般書留もしく1ま開易普留)

提  出  都  教 1言轟
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5 入礼手続き等

入  札  期  日  等

入 札  方  法

本業務は、紙入札 tこ より実施する。
入札彗等は、あらかじめ指定する日に配達されるように (「配遂博希

ど調;便」)、 「
‐般壽爾」又は「簡易書留どのいず葦1,かのん素により郵

送することc持参や普通郵使等で提出された場合、無助とする。

提  出 書  類 ③
入札書

③業務費内訳書
配 達 指 定 爾

( 入́ IL 悧 )
令和5年9月 21日  (本 )

宛 先

〒Ootl oo85  那覇市遷堂町 2香 1号

那覇港管理組合 総務部 雅務課 財務班
電話番号 09争8680578

入 札 書 に 言己載
す る 金  額

落札決定にた)たつては、入札書に記載された金額とこ当該金額の100分の

と0に相当する筆を加算した全筆 (当該令額とこと…弓未満兌)端数があるとき

tま、その端数全額を切り拾てた金額)を くⅢr)て暮札僣格とするので、人
本と者難、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかと問わず、見機 t〉 つた契約希望金額の110分の100に相当する金顎

を入
=と

書に記載すること.

入 本しに 関
‐
す る

注  意  事  項

ア 入
=と

書のくじの数宇 (任意の数学 3桁)は、測額 くじ榊選が発生 し/
た場合 tこ使用するため、必ず記入することc

イ 朧逹捕定 用以外の 用とこ届いた入札普及び業務内訳書は、受建 t▽フな

サヽ ,、

ウ 入札普¢ 騨付 |ミ、関札 博を記入すること。

業 務 費 内 訳 書
の  提  出

ア 第 1園 国の人札 :こ際 tン、人札書に記載され,る人本と金額に対応とンた業務

費内試普 (様式自由)を提出することc
イ 業務費内訳書 tこは、作成年月日、項瑠、員数、半他及び金額をり〕も

かにし、商号叉 |ま名鴇毯とびに住西を記載すること争

夕 業務費内献書に|ま、代表帝印を押騨すること。
工 管理者 (これらの者の補|)J者を含むc)嬢 、提出された業務費〆1訳
書とこついて説夢」を求めるこれがあるど

入 本と の 無 勤
本公告に示と/た競争参車資格のない帝のとノた入́札、資格確認嗜ヨ諦書等に立偽の記載をと/た

者のとィた入札及び入札に麗する条件ほ違反 t_′た入本と,す、無動とするc

入 礼 の 辞 退 等

資驀確認申請書の提中l後、都合に tた り入札を辞退する場合は、開:と 瀾時までに入札群選雇

を提出することc
また、落札決定までの F日]に色の業務を落札 とンたことによりに置予定技術者を本業務に雌置

することができなくなったとfき tま、直ちに禄告すること.当該緑告がなく、本人札の手続き
が悲札決定まで全った場合、指名停 土措置要領に基づく指名停 土を行 うことがを)る。

,手 の 他

ア 落札侯輔帝がいない場合は頚札後直ちに再度入札を行 うので、再度人札にも参力Hする

場合は、開札時点から立ち会うことc初度の開札時に立ち会わない参加者 !=再度入
札を辞退したものとみなし、す弓度入札への参力‖を認めないさ

イ 代埋人が入札する場合 tま、入本とを行 う会に委任状及び自己のに「鑑を持参すること.

夕 委任状に1ま、業務名を記入
‐
すること。

エ キ度入札参加者又:ま書度入札参力口者の代瑾入は、当該入本とに州
…する他の再度入札参

力瞬者の代理をすることこはできない。

オ 再度入
=と

は、 1国のみとする。

lt     爾 呵 令和5年 9月 22日  (金) Oヽ:00 /人札書の療付

郵覇港管ナ里組合 2階大会議室
※入札帝 tま、開札に立ち会 うことができる (再入本と,こ参力Hする場合 tま、開札時ィ煮から

立ち会 うこと)c
本と      ツ肇 所

|

6 開札
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7 資格薙講γ資料の提出と競争参加資格の審査

落 札 候 補 者 の 選 定

及 び 事 後 審 査 の 実 施

開札後、藩札者の決定を保留 tマ′、予定価格の範囲内で有勤な最低の価格をもつて入札を

行つた脊 (以 下「落札候補者」というど)かふ順に競争参力牌査格の審査を行うさ落札候補者
tま、理限までに資格確認申請普等を提出しない場合、競争参力日資格がないものとする。

なお、藩札侯補者は上小1から順 tこ 3者 (上位のをと扇額の者が複数いる場合はこの麒りで

はないc)を決定与資格確認資料を求めるが、適格者が確認できた時点で、次1凝位以降の者
の競争参力H資格の審4tま行わないものとするさ

通   知   田 令れる年9買 E2目 (■)17:00 →_で (予定)重井1象業者あて通如する。

提 出 期 懸 令琴厨5/1・ 9月 26郵  t火)15100 まで

提  出 書  類
①雪こ世予定技術者の資格等 (様式 1)

②業務実績 (様式 2)

o資粋確認申講書 (第 3号様式3(/)資棒確認の各項置に記載tンた必要書槙

提  出 部  数 1菩る

提 出 方 法 煉只ゼ、持参

提   出  先
〒90000B5  郎季市通歳町 2香 1号
那覇港替選組合 総務部 総務腺 財務班
竜話音号 098-863-2573

競 争 参 加 資 格 の 確 認

競争参力博査格の確認 tま、蘭本と後、中講書等の提農期限の日をもつて行 うものとし、捨の結

果
'ま

以下の日までに書面により通矢Πする。

令和5年 9月 28翔 (本)(予定】

なお、蒸札侯補帝について競争参車費格が確認さぷ′適格精であることが確認できた場合

:よ、藩札者決定通欠「をもつて資格確認結果の通姉に代史るものとする。

藩 札 者 の 決 定 方 法
事後審査の結柴、雰本と挟補者が競争参弗‖弯格を満たしていると確認した場合は、当該落札

候補者を落
=し

者とする。また、その結果は、企入
=と

参カロ者に通矢「する.

競争参加資格がないと認め

られた者がそのナ碗生注1に対 し́

て 不 触 が あ る 場 合

競争参理資格がないと認めら漁′た者 :ミ、管理帝に対とンて競争参方F資格がないと認められ,た

埋由について説明を求めることができる。

管理者は説夢]を求めふ孝1/た ときは、書情を申し立て薪眼し
√〉望 旧か導起算して 5日 以内 (体

日を除く)に説明を求めた者に対し、書面により暉答する,

提 出 期 限
焼争参労H資格確認結果の遺知をイFった日の翌日から起算とフてう日以内

(体 口を除く)と する。

提   出   先 那瑶港管工平組合 総務ヨ; 総務諜 財密班

提  出  方  法 壽繭 (様
式迎由)を持参すること。郵送又 tま亀送 (メ ールやFAX)に よ

るものは受ユす付けない。

本 人  札  に 係
資 料  の 取 扱

る
帝ヽ

ア 資碁確認申講書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。

イ 契約ォ景当者は、長出された資格確認申措書等について、競争参力H資′二
この確認以外に

提出者に無断で使ナ十1しない。

ウ 提出された資格整講中詰書等 :ま、返去「と,フないc
工 提出効眼内に限り、変格確認申議書等の修正、たし替え、迄力輝、再提出を謡める。

オ 提出期限を過ぎた場合、資驀整蔀申請普等は受け付けない。

力 後格確認 lli諦幕等の受す下F後、書類内容を審査とン、書類の記載漏ぷ′や添付捕漁′等が

あつたf場合は競ヨ参加資幣無 t_´ となり、落本と者となることはできない。

キ 査格確認中講書等に虚偽の記載をした場合、指名停止措赳要領に基づく指名停止

を行 うことがある。
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8 人札保証金及び契約保証金

入 札 保 証 金

入札保証金の金額等は、現金又は管理者が確実と講める有価証券等をもつて見積る契約金

額の100分の5以上を納付するものとする。ただし、次のいずれかに該当する場件は、入札保

証金の綿付を免除する。
ア 保険会社との間に組合を被保険帝とする人札保証保険契約を結結 したとき。
イ 国 (独立行政法人含むc)又は地方公共団体とその種類及び規模を,よぼ同じくする契
約を締結した実績を有し、こ孝1/ら のうち過去 2衛年の間に履行期賊の到来した二以上の

契約を全て誠其に墳行 した者.

なお、次の音は入札に関する条件に違反 とンたミうのととンて、その人札を熱効とする。

(1)期限までに入本L伴証金の納付、若 しくは納各1に代わる と記ア、イのいずれかとこ係る

書類の提出のない者

(2'入札保証金の金額等が に記の条件に満たない場合

(3).入札保証金等の納付等に係る書項
'こ

不備があつた場合

また、一度提十1された入本し伴 l止金の納付等の変更はできないものとする。

※ 入札保証金を免除した落札者が葵約を結tヾな予`場合^損害賠償全として、入札金額に
消費税及び地方消費税を拘‖えた額の100分のδを那覇港管理組合に納付とンなけぷ′ばならな

モ cヽ

%イ とこより入本と録証金の免除を受ける場合は、様式「地方公共団体等契約状況確認Jを
提出すること.

提 出 報 限 令和ら年9月 20日 (木)17:OO まで

提 出 先

〒900-0085  那覇市通堂 llT E番 1号

蕗る覇港管霧組合 総務部 総洛諜 財務班
電話番号 098-86舒2578

入 札 保 証 金

(現 金 納 付 )
提 出 方 法

ア 「入札保証企納付書発千r依頼書」を持参すること
車要事前連絡

イ 組合が発行する納入 i由知書により金融機関で保証金を

維付し、領収書 (与)を li記坤〕限までに提出するこ
とG

入札保誰保険証券‐入

年と保証善‐地方公共麟

体等契約状況確認資本I

提 出 方 法
持参又な郵送 (配選が確認できる方法にてき付するこ

と,

保 険 期 FH弓

保 証 期 間
閥卒と悧から2かヴ]と

'‐

る。

有 価 証 券 等
受入 H時・受入方法等の調整があるので、事前に と記担当課まで連絡
することf。

契 約 保 証 金 免除 (那軍港管理細合契約規民と第 4条第 二項第 9号による)
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落札決定後、テクリス等により西己置予定技術者の実績に関する違反の事突等が確認された

場合、契約を結ばないことがあ0り
なお、病気・死亡・選職等の場合でやむを得ないとして承認された場合の外は、資格確認

申講壽等の差替えは認められない。
病気等の待帰llな選由によりやむを得ず西L置予定技術者を変更する場合は、2に掲げる基準
を満たし、かつ当初の配総予定技術者と同等以上の驚を配熾しなければならない。

契約金額 (′)30く'/t、以内

逍用あり
※那覇港管理組合契約規員d第41条の規定回数の範囲内

本業務に係る契約は、藩札者の決定後、 7日 以内に締結する。ただし、
し′たときはこの限りではない。

が特 1ご指示

の設計額に

るとる 及を 場合本業務の契約締結後
の はる球関連す 業務 予 の算定定価格 本業と る 変更罐意契約す 場合を本業務受注者

た じ乗 た当 を ま変更業務猫格 は関1連業務(当 紡設計額)の講負比率 孝ガ契約額
うぉ

若は、郎覇落管理組合競争
を選守すること,

土本設計業務等姿託契約書及蝋 ^様書を熟入れ参力‖
れし
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